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会長講演 

沖縄県におけるがん登録情報を活用した 

がん対策と今後の利活用について 

 

増田 ᫀ人 

日本がん登録協議会第 27 ᅇ学術集会会長 

⌰⌫大学་学部㝃属⑓㝔がんセンター 

 

わがᅜで 1951 年にᐑᇛ県でጞまった地ᇦがん登録は、先達たちが⢏⢏㎞苦した結果、

2012 年 9 月にはすべての㒔道ᗓ県で地ᇦがん登録事業が実施されることになった。一方、

㝔ෆがん登録のṔྐは比較的新しく、2006 年にがんデ⒪連携拠点⑓㝔（以ୗ、拠点⑓㝔）

の指定要件として義務௜けられてから、ᛴ㏿に実施されることになった。登録する際のル

ール作りやᬑཬの㐜れ、登録⢭度がపいなどの共通の問題点をᢪえながらも、ᑡしずつで

はあるが、両者ともに╔実に進歩してきた。 

 しかし、がん登録等の推進に関する法ᚊ第୕条（基本理念）に、「（中␎）その成果がが

んᝈ者ཬࡧその家᪘をはじめとするᅜẸに㑏ඖされなければならない」と記㍕されている

にも関わらず、がん登録で得られた情報の利活用に関しては、ᮍだ不十分である。 

 ➹者は、2006 年に当᫬の⑓㝔長から、⌰⌫大学་学部㝃属⑓㝔（以ୗ、⌰⌫大学⑓㝔）

における㝔ෆがん登録を導入する࿨を受けてから、自㝔の㝔ෆがん登録に関わってきた。

また、Ἀ⦖県地ᇦ་⒪構想検討会議やがん対策推進計画検討会のጤ員として、地ᇦがん登

録も含めてがん登録データの活用を行ってきた立場として、がん登録をどのようにがんᝈ

者やその家᪘、地ᇦに㑏ඖしてきたかについてのᗄばくかの⤒㦂を報࿌する。 

１㸬「Ἀ⦖県地ᇦ་⒪構想検討会議」でがんデ⒪について஧次་⒪ᅪࡈとに完結すべきもの、

་⒪ᅪを㉸えて行うべきもののཎ๎を検討・ᢎ認 

 がん登録を使ったἈ⦖県における⨯ᝈ（とṚஸ）の年次推移およࡧ㝔ෆがん登録で得ら

れた 17 ་⒪機関のᕷ⏫ᮧ別ᝈ者の分ᕸ等を基礎データに、⫵、⫶、⫢ཬࡧ⫢ෆ⫹⟶、大⭠、

ங、前立⭢、子ᐑ、⮅⮚、⫹ᄞཬࡧ⫹⟶、⓶⭵、血ᾮがんに関しては、離ᓥへき地の事情

を຺案したうえで、それぞれの஧次་⒪ᅪで完結すべきがん種と、஧次་⒪ᅪを㉸えて἞

⒪すべきがん種を⣽かく分㢮し提案し、ᢎ認された 1)。 

２㸬「第６次Ἀ⦖県保೺་⒪計画」のがんデ⒪を行っている専門་⒪機関の選定 

 Ἀ⦖県における⨯ᝈ（とṚஸ）の年次推移を基礎データに、㸳大がん（⫵、⫶、⫢、大

⭠ཬࡧங）に子ᐑがんを加えた 6 つのがんについては専門་⒪機関の選定が必要と判断し

た。その後、がん登録等のデータを使って、がん種ẖに 4㹼16 ་⒪機関を専門་⒪機関と

して選定し、Ἀ⦖県やἈ⦖県がんデ⒪連携協議会（以ୗ、連携協議会）のウェブサイト
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(http://www.okican.jp/)で公開している。また、「おきなわがんサポートハンドブック」

(http://www.okican.jp/detail.jsp?id=21980&menuid=6375&funcid=1) （2.5 ୓部㸭年発

行、無料配ᕸ中）でも記㍕し、公開した 2)。 

３㸬「第２次Ἀ⦖県がん対策推進計画（以ୗ、がん計画）の中間ホ価」における活用と、「Ἀ

⦖県大⭠がんṚ⃭ῶプロジェクト」のスタート 

 Ἀ⦖県からのጤ託事業として、⌰⌫大学⑓㝔がんセンターが分析報࿌書としてまとめた

3)。その際の中間ホ価のための指標として、地ᇦがん登録およࡧ㝔ෆがん登録データを活用

した。特にἈ⦖県では、大⭠がんにおいて、進行した⑓期で見つかるᝈ者の割合が全ᅜ一

高く、全ᅜと比べてపい生存率につながっていることが問題となり、「Ἀ⦖県大⭠がんṚ⃭

ῶプロジェクト」の立ち上げのきっかけとなった。本プロジェクトは⌰⌫大学⑓㝔がんセ

ンターが事務ᒁとなって、Ἀ⦖県、拠点⑓㝔、Ἀ⦖ᾘ໬ჾෆ視㙾会、Ἀ⦖県外科会等がཧ

加する全県挙げてのプロジェクトとして 2016 年から活動を開ጞしている。 

㸲㸬「第３次Ἀ⦖県がん計画の策定」の際の現≧分析、施策決定、指標設定等に活用 

 がん登録データが、第３次Ἀ⦖県がん計画の策定に῝く係わった。Ἀ⦖県における大⭠、

ஙᡣ、子ᐑがんの⨯ᝈ率の上᪼といった現≧分析だけではなく、㝔ෆがん登録データにお

いても進行期でみつかるがんᝈ者が多いことが指᦬され、これまで以上に⢭検受デ率を上

げることに㔜点的に取り組むこととなった。また、中間ホ価や最⤊ホ価のために、全ての

分野で指標が┒り込まれた。 

㸳㸬「Ἀ⦖県㝔ෆがん登録集計報࿌書」の発行と無料配ᕸ 

 がん登録の集計は⌰⌫大学⑓㝔がんセンターが報࿌書としてẖ年発行し、連携協議会の

ウェブサイトでダウンロードができるようにしている(http://www.ryukyucc.jp/userfiles/fil

es/2015innaigantourokuhoukokusyo_compressed.pdf)4)。Ἀ⦖県ෆで㝔ෆがん登録を行っ

ている全 17 ་⒪機関のデータを集めることにより、約 9 割のカバー率となっている。集計

した 15 種のがんの⑕例数が་⒪機関ࡈとに⡆単に比較できるようにした。また、拠点⑓㝔

3 施設では、がん種別、⑓期ẖの 5 年生存率を公開したため、ᝈ者やその家᪘が、་⒪機関

を選択するときのཧ考資料になっている。 

６㸬おきなわがん情報ネット「みるんしるん」の構築と公開 

 前述の報࿌書の分析結果をもとに、がんᝈ者がそのデータを検⣴できるウェブサイト

(https://mirunshirun.jp/)を構築し、無料公開している。 

７㸬離ᓥ・へき地のᕷ⏫ᮧ長や担当課長等に対して、ᕷ⏫ᮧࡈとの་⒪情報と⒪㣴場所の

説᫂会の開ദ 

 Ἀ⦖県の離ᓥ・へき地を 8 地ᇦに分け、がんに⨯ᝈしたときにどの་⒪機関を利用した

らよいのかを具体的に記㍕した「⒪㣴場所࢞イド全 8 ᕳ」(http://guide.okican.jp/)を計 1.6

୓部発行し、་⒪機関、⏫ᮧ役場、公Ẹ㤋等で無料配ᕸしている 5~12)。また、連携協議会の

ウェブサイトで公開し、ダウンロードができるようにしている(http://www.okican.jp/detai

l.jsp?id=21980&menuid=6375&funcid=1)。さらに、そのᬑཬၨ発のため、各離ᓥ・へき地
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のᕷ⏫ᮧ長や担当課長等に対して、当ヱᕷ⏫ᮧのがん⨯ᝈ数やṚஸ数等をጞめとする་⒪

情報や検デに関する情報の説᫂会を開ദしている。ここでもがん登録のデータを活用して

おり、これまでに୚㑣ᅜ⏫や໭大ᮾᮧなど 9 ᕷ⏫ᮧで開ദし、さらに今年度は 6 ᕷ⏫ᮧで

開ദண定である。 

 以上、➹者がἈ⦖県ෆで行っている地ᇦがんおよࡧ㝔ෆがん登録情報を活用したがん対

策の一部を報࿌した。現存のデータを持ちᐤって、分析を行ってはいるものの、いずれも

断∦的な利活用に⤊わっており、限界がある。やはり、地ᇦがん登録や㝔ෆがん登録のデ

ータと、௚の各種データのリンケージが必要であることをᙉく実感している。 

 現在、ᑡしずつではあるが、各方面で地ᇦがん登録、㝔ෆがん登録と種々のデータをリ

ンケージするヨみがなされている。実際に、DPC データとのリンケージでは、拠点⑓㝔に

限られてはいるが、いくつかの quality indicator(QI)を 定し、がんデ⒪の質のホ価を行え

るようになってきている。 

 その௚にも多くのヨ行や研究がなされてはいるが、なかでもがん登録データとレセプト

データのリンケージが最も㔜要であると思われる。保㝤者側からのレセプトとリンケージ

することで、ᝈ者が複数の་⒪機関を受デしても分かるようにすることができる。レセプ

トのᙅ点であるレセプト⑓名と開ጞ日が、がん登録とリンケージすることにより、正確な

⑓名や開ጞ日が判᫂する。一方で、がん登録における実施した་⒪行Ⅽがわからないとい

うᙅ点をඞ᭹できる。さらに、検ᰝデータとリンクができれば、ᝈ者の≧態が解るように

なり、個々のᝈ者およࡧわがᅜの་⒪の全体ീがかなり分かるようになると考えられる。 

᪤にオランダやフィンランドでは、マイࢼンバーを使って、་⒪機関が保有する་⒪情報

や生Ṛ情報等のレコード・リンケージが行われているが、マイࢼンバーの利用が限定され

ているわがᅜでは、この方法はᅔ難である。現在、ཌ生ປ働┬では、༏名໬されたレセプ

ト情報と特定೺デ等情報を、その保有するデータベースに別々に格⣡しているが、これま

でにレセプト情報と特定೺デ等情報の連結ཬࡧ分析、活用はほとんど行われていない。一

方、オーストラリアでは、施策のホ価を正確に捉えることを目的に、各機関が保有する保

೺་⒪関連情報や生Ṛ情報等のレコード・リンケージのみを行う組織（Centre for Health 

Record Linkage㸪CHeReL）が設置されている。各機関が保有する全ての保೺་⒪関連情

報等を 1 カ所に集めることは、個人情報や運用面から課題が多いため、CHeReL は情報を

連結するために必要な個人情報のみを保有し、レコード・リンケージを行う。制約の多い

わがᅜでは、ཧ考にすべき組織形態と考えられる。 

⚾たちも、今後はどのようなレコード・リンケージが実現可能であるか、またその組織、

運用はどのようにした方がよいのかを、ᅜに対して積極的に提言していくべきと考える。

「レコード・リンケージによって、施策の௻画やホ価のために使えるデータを作り、分析

し、施策を見直していく」というዲᚠ環の実現に向けて、日本がん登録協議会学術集会で

も⥅続的に議論が必要だと思われる。 

そのことが、本学会のテーマとしたࠗᝈ者・地ᇦに解決をもたらすデータサイエンスへの
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進໬࠘への第一歩となると考えられる。そのためにも、本学術集会が、活発な意見஺換や

学ࡧの場になり、がん登録に関係するすべての方々の意識ኚ容、行動ኚ容につながること

をᮃんでいる。 
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